
第
三
号
議
案

教
育
職
員
免
許
状
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

教
育
職
員
免
許
状
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
元
年
十
一
月
二
十
二
日
提
出

大
分
県
教
育
委
員
会
教
育
長

工

藤

利

明

教
育
職
員
免
許
状
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

（
教
育
職
員
免
許
状
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

教
育
職
員
免
許
状
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
七
年
大
分
県
教
育
委
員
会
規
則
第
五
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
号
様
式
中
「第

５
条
第
１
項
第
３
号
か
ら
第
７
号
ま
で

」
を
「第

５
条
第
１
項
第
３
号
か
ら
第
６

号
ま
で

」
に
改
め
る
。

（
技
能
労
務
職
員
の
給
与
及
び
旅
費
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

技
能
労
務
職
員
の
給
与
及
び
旅
費
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
六
年
大
分
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
条
第
一
項
中
「
、
若
し
く
は
地
方
公
務
員
法
第
十
六
条
第
一
号
に
該
当
し
て
同
法
第
二
十
八
条
第

四
項
の
規
定
に
よ
り
失
職
し
」
及
び
「
、
若
し
く
は
失
職
し
」
を
削
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
令
和
元
年
十
二
月
十
四
日
か
ら
施
行
す
る
。

提
案
理
由

成
年
被
後
見
人
等
の
権
利
の
制
限
に
係
る
措
置
の
適
正
化
等
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す

る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
三
十
七
号
）
に
よ
る
教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七

号
）
及
び
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十
一
号
）
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
規
定
を
整

備
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
提
案
す
る
。
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教
育
職
員
免
許
状
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
七
年
大
分
県
教
育
委
員
会
規
則
第
五
号
）
新
旧
対
照
表

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

第
一
条
～
第
三
十
六
条

（
略
）

第
一
条
～
第
三
十
六
条

（
略
）

第
二
号
様
式
～
第
十
九
号
様
式

（
略
）

第
二
号
様
式
～
第
十
九
号
様
式

（
略
）
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技
能
労
務
職
員
の
給
与
及
び
旅
費
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
六
年
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
）
新
旧
対
照
表

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

第
一
条
～
第
六
条

（
略
）

第
一
条
～
第
六
条

（
略
）

（
期
末
手
当
）

（
期
末
手
当
）

第
七
条

期
末
手
当
基
礎
額
は
、
六
月
一
日
及
び
十
二
月
一
日
（
次
項
及
び
次

第
七
条

期
末
手
当
基
礎
額
は
、
六
月
一
日
及
び
十
二
月
一
日
（
次
項
及
び
次

条
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
日
を
「
基
準
日
」
と
い
う
。
）
現
在
（
退
職
し

条
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
日
を
「
基
準
日
」
と
い
う
。
）
現
在
（
退
職
し
、
若

し
く
は
地
方
公
務
員
法
第
十
六
条
第
一
号
に
該
当
し
て
同
法
第
二
十
八
条
第

、
又
は
死
亡
し
た
職
員
に
あ
っ
て
は
、
退
職

四
項
の
規
定
に
よ
り
失
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
職
員
に
あ
っ
て
は
、
退
職

し

、
又
は
死
亡
し
た
日
現
在
。
次
項
及
び
次
条
に
お
い

し
、
若
し
く
は
失
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
日
現
在
。
次
項
及
び
次
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
お
い
て
職
員
が
受
け
る
べ
き
給
料
及
び
扶
養
手
当
の
月
額
の

て
同
じ
。
）
に
お
い
て
職
員
が
受
け
る
べ
き
給
料
及
び
扶
養
手
当
の
月
額
の

合
計
額
と
す
る
。

合
計
額
と
す
る
。

２

（
略
）

２

（
略
）

第
八
条
～
第
十
条

（
略
）

第
八
条
～
第
十
条

（
略
）
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教育職員免許状に関する規則等の一部改正の概要

１ 改正背景

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法

律（令和元年法律第37号。以下「一括整備法」という。）の成立

（１）一括整備法の趣旨

成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成28年法律第29号）に基づく措置として、成

年被後見人及び被保佐人（以下「成年被後見人等」という。）の人権が尊重され、成年被後

見人等であることを理由に不当に差別されないよう、成年被後見人等に係る欠格条項その他

の権利の制限に係る措置の適正化等を図るもの

（２）一括整備法の改正内容

成年被後見人等を資格・職種・業務等から一律に排除する規定等（欠格条項）を設けてい

る各制度について、心身の故障等の状況を個別的、実質的に審査し、各制度ごとに必要な能

力の有無を判断する規定（個別審査規定）へと適正化するとともに、所要の手続規定を整備

（３）教育職員免許法及び地方公務員法の改正内容

ア 教育職員免許法（昭和24年法律第147号）の改正

成年被後見人等に免許状を授与しないとする規定を削除（第５条第１項関係）

イ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）の改正

地方公務員の欠格条項から成年被後見人等に係る規定を削除（第１６条関係）

（４）施行日

令和元年１２月１４日（公布の日から６月を経過した日）

２ 改正規則

（１）教育職員免許状に関する規則（昭和37年大分県教育委員会規則第５号。以下「免許規則」

という。）

（２）技能労務職員の給与及び旅費に関する規則（平成16年大分県教育委員会規則第２号。以下

「技労規則」という。）

３ 改正内容

（１）免許規則の改正

教育職員免許状授与申請書及び誓約書（第１号様式）の規定の整備

（２）技労規則の改正

第７条第１項（期末手当）の規定の整備

※ 知事部局が所管する技能労務職員の給与及び旅費に関する規則（昭和32年大分県規則第

71号）の改正と同様の改正）

４ 施行期日

令和元年１２月１４日（一括整備法の施行日）

［第３号議案］

-4-


